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年比は1962-63年20%増， 6364年30%増， 64-65年10%増， 65-66年 7%増，
66-67年 4%増と1963年度以降次第に低下し， 67-68年には 8%減となり，政
府の開発支出削減は早害による農産物の減産とあいまって，不況を激化させ









































































































合計＿I 9 , 114. 25 l 5, 925 . 96 I 3 , 8必 .29 I 60.6 
1966 67 I 2,001.87 I 1,157.14 I 844.73 I 57.8 
1967-68 I 1,948.03 I 1,197.41 I 750. 62 I 61.5 
1968-69(4～10月） I 958.38 I 672.07 I 286.31 I 10.1 
（注） 比較可能にするため，平価切下げ前の年次データは平価切下げ後の率に直
した。




































































め，当初見積りの 4億7300万ドルを 1億ドル以上も上回る 5億8800万ドノレに
一 Vl - -168ー
インド
第 2表対外債務返済費 〈単位 100万ドル〉
i第 1次5 ！第2次sI第3次5 I 1997-68 I附－69
ヵ年計画 1ヵ年計画｜ヵ年計画｜（修正） （予算）
債 務 に 対 す る利子 i 29 I 116 I 603 I 184 I 188 
元本の返済｜ 19 I 84 I 649 I 244 I 285 
元 利 合計 I 48 I 200 I 1,252 I 428 I 473 
同期間中に受取った借款 1 I I I I ！冗 I I 13.5 I 27.0 I 32.0 I 35.1 ・に対する元利の比率（%） I I I I I 































































































































































































































































































































































































































































1964--65 1965-66 1966-67 1967-68* 
原綿（10万パーレル） (9～8月）
生 産（2) 60.0 56.1 56.0 62.7 
輸 入 8.7 4.8 7.4 
f:Jc主 給 量 93.7 84.9 84.8 
生ジュート（3)(10万バーレル） (7～6月）
生 産 76.0 57.6 65.6 85.0 
輸 入 5.3 12.1 15.1 
þÿO› 給 量 110.1 89.9 91.0 
主要な油糧種子（4)(100万トン）ワ～6月）
生 産 10.5 8.0 8.3 10.5 
さとうきび（5)(100万トン） (7～6月）




（出所〉 The Economic Survey, 1967-68, p. 120 
(2) ジュート製品，紅茶，綿織物の主要輸出品の輸出収入に占める割合は1960-


















































党に共通した現象となっている。 1967年の第 4 回総選挙以来ハリヤナ， U•
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から手を引かせ， インド国民の士気をそこなうだけの効果しかない」 (The 











































-247ー 一（ 3 ）ー
イン ド （ 1月〉
月









































5 B , u. P. 州知事，ＳＳＰ出身閣僚の辞表を受理―――――Ｕ.Ｐ.州知事は５日，ＳＳＰ出身
閣僚（大臣3人，政務次官2人）を受理した。辞表を受理されたのはP・N・シ
ン（工業・労働）， R • S・ヴェルマ（大蔵〉，ヴィシャラッド（PWD）の 3閣
僚と A・R・ジャイスワノレ， R・N・ヤダヴの 2政務次官。




































10日 ' 5ヵ年聞にわたる非常事態を解除 ザキーノレ・フサイン大統領は8日，非
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vピハール州内閣の閣僚 1人が辞任一一一ピハール州統一戦線内閣の閣僚， S・ 
ティッガーは17日辞職した。彼の辞職に次いで、ほかに 2, 3の閣僚が辞任するの
ではないかとのうわさが流れている。





























































































































1964～65 1965～66 1966～67 1967～68 
1. 国民所得（固定価格） 7.4 - 4.8 1.7 (10. 8) 
2. 農業生産 10.8 -16.3 - 0.2 (20 ) 
3. 工業生産
(1）鉱 業 - 2.5 10.3 1.4 1.1本
(2）製 造 業 6.1 3.1 2.5 1.0* 
(3）発 電 11.5 10.5 9.2 11.0* 
4. 鉄道輸送（ 人 ／km) 5.5 3.0 6.1 N.A. 
5. 鉄道輸送（トン／km）ー 0.3 9.6 - 0.2 
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は1962～63年は20%増， 1963～64年中は30%増， 1964～65年10%増， 1965～














イ ン ド （2月〉




bucket wheel reclaimerにあり，港湾公団では reclaimer購入のため西独企業との契
約を推しているが，現在検討中である。したがって，契約指示が68年2月末までにな
















1 B Vマンダル氏， ビハール州首相に就任一一一ソシット・ダルのマンダノレ氏は州上
































2 日 T ARC，高額所得者の徴税強化を勧告－ARC（行政改革委員会〉の直接税に
関する作業グループは，徴税当局に対し脱税を少なくし，納税のじゅうたいを解























4 日 v西ベンガル州会議派， A・ゴーッシュを活動停止処分一一一西ベンガノレ州会議








































































9 日 vケララ州高裁，法廷侮辱罪でケララ州首相に罰金刑一一ケララ州高裁は 9日，













































13日 T A. B. Vajpayee氏，ジャン・サン党首に一一ジャン・サン党運営委員会は13
日，死去した D.Upadhyaya氏の後任として，全員一致で A.B. V ajpayee氏
を党総裁に選出した。
14日 vインド軍，中将のポストを六つふやす一一インド軍は近いうちに中将のポス
トを現在の14から20にふやす予定。ポストの新設は headsof arms and services 
に責任の増大に見合う地位を与えるためのもの。これらのポストは Directorof 
Ordnance, Engineer-in-Chief, Director of Electrical and Mechanical Engineering 






















































































































年度 （単位1,000 の比率 部門の
比率万ノレピー）
1957 329.7 22.6 
1958 368.9 21.9 
1959 398.3 21.9 
1960 457.4 21.3 
1961 503.6 22.1 






1962 623.6 19.4 3.3 0.5 
1963 707.6 19.2 4.3 1.0 
1964 780.0 19.4 5.2 0.9 
1965 896.4 19.7 6.0 0.8 














9.0 I 8.8 I 9.4 I 9.0 
9.6 I 10.6 I 9.2 I 8.7 I 11.5 
7.7 I 9.1 I 6.7 I 6.5 I 10.0 
8. 8 I 7 . O I 9 . 4 I 12 . 9 I 13 . 6 
9 . 3 I 9. 6 I 9. 3 I 9. 9 I 12 . O 
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新規増税 トJ 25.73 
赤字総計 289・27















































































































ミシン（10%) 5 % 





扇風機 (15%)5 % 
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引上げが続き， 1957年5月16日に 4%に， 1963年1月に 4;i%に， 1964年9月26
一（ 34 ）一 """""218-
イ ン ド （ 3月〉





3 日 l NPBの連合戦線加入保留一一西ベンガル州連合戦線は，委員会を聞き，ベン
ガノレ国民党（NationalParty of Bengal, NPB）の加入問題を討議したが， BKD 
(Bharatia Kranti Dal）の反対が強く，決定を保留した。 BKDの反対の理由は，
BKD所属議員が NPBに鞍替えした三つの地区から反対が出たためで、ある。
















パキスタン側の代表は， Allaudclin(Director of Field Surveys and the Survey 
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である＂ 19昨年10月から1968年 1月の輪「H最は前年同期上りわずかに 2万1000ト
守、
υ
ワ』 一（ 39) 
インド（3月）














































































































































































一（ 44 ）ー -228-
インド（ 3月〉












































































































































28日 ' U. P.州の SYDの新党首一一U.P.州の統一議員団（SVD）の総会は，無｝知局
クソレープの代表ハリシュ・チャンドラ・シン氏を満場一致で党首に選任した。
シン氏は， 1899年， Budaun地区 Majharu村の小地主の出。アラハバード大
学を出て，司法官となり，メーラットにいる聞に，前首相のチャラン・シンと知






' 1月の輸出わずかにふえる一一インドの1968年 1Jjの輸出実績は 1億3940万
ドルとなり，前月より 170万ドル減て〉たが，前年同期よりは 140万ドノレ，平価切





I 1965,.:.,6_ _ I þÿ 1 9 6 6ÿ^ 6 7｜ 一郎明8
輸入｜輪出｜赤字｜輸入｜輪出｜赤字輸入｜輸出｜赤字
4月 I 190.5 I 19.7 I 70.8 I 230.3 I 131.7 I 98.6 I 26.3 I 123.1 I 103.2 
5月 I 25.8 I 129.6 I 96.2 I 317.2 I 136.6 I 180.6 I 254.7 I 107.9 I 146.8 
6月 I 305.o I 143.3 I 161.7 I 157.1 I 9.9 I 57 .2 I 218.1 I 128. 7 I 89.4 
7月 I 250.6 I 130.0 I 120.6 I 190.3 I 102.3 I 8.1 I 26.1 I 136.1 I 90.0 
8月 I 240.1 I Hl.8 I 98.3 I 215.1 I H2.6 I 72.5 I 20.s I 18.9 I 81.9 
9月 I 259.9 I 148.9 I 11.0 I 25U I 129.9 I 12u I 28.3 I 148.9 I 79.4 
10月 I 201.1 I 140.1 ! 61.6 I 2ou I 148.5 I 5.7 I rn1.o I 161.0 I 20.0 
11月 I 27.7 I 156.9 I 120.8 I 191.1 I 19.8 I 71.3 I 24.8 I 138.o I 86.8 
12JJ I 241.8 I 152.7 I 89.l I 251.2 I 139.3 I 75.9 I 216.9 I 141.1 I 75.8 
1月 I 19.4 I 138.2 I 61.2 I 195.2 I 138.0 I 57.2 I 215.2 I 139.4 I 75.8 
2月 I 198.3 I 127.9 I 70.4 I 2ou I 18.8 I 85.6 
3月 I 362.0 I 163.5 ¥ 198.5 I 312.8 I 153.5 I 159.3 I / I 
(H月） I 2,952.8 I 1,692.6 I 1,260.2 I 2,687.o I 1,560.9 I 1,12s.1 I ー｜ー｜
(4～IJ'J) I 2,392.5 I 1,401.2 I 91.3 I 2,169.8 I 1,28.6 I 81.2 I 2,192.2 I 1,343.1 I 849.l 
-233- 一（ 49）ー













ため来印中の APP（パキスタン通信連合）の記者と会見し， 貿易， 旅行その他
の協力関係で印パ関係を漸進的に改善する熱意を表明した。




















































































2. 同志S•V ・パ／レレカ yレ，全インド・キサン・サパ一書記。
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るよう説得し続け， その結果 Dr.A・ Z ・ァフマッドは右派共産党員を代表して，議
長ゴーパーラーン委員長， ジャギット・シン・リヤールプリー書記長とともに協定に
署名した。そして，とくにその条項の中で，彼は1961～62年委員会の復活の決定に従
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つdつ白 一（ 71 ）一
イン ド （4月〉
62年度以降の5ヵ年聞に承認された借款の35%を上回っている。その内訳はノン・プ



















省・局名 割当額 引出額 残高
1. 鉄 鋼（鉄鋼プロジェクト） 292.39 113.42 178.97 
2. 鉱 山（洗炭・さく岩） 51.37 16.84 34.53 
3. 工業開発（各プロジェクト） 235.00 121.40 113.60 
4. 濯瓶・電力（発電プロジェクト） 376.96 205.48 171.48 
5. 鉄 道 250.64 223.12 27.52 
6. 運 輸（港湾） 20.34 13.67 6.67 
7. 通 信（郵便・電信） 63.24 63.24 
8. 原子力 118.25 67.22 51.03 
9. 石油・化学 2.70 2.10 0.60 
10. 教 育（高等教育） 9.00 9.00 



































15 ( 8.3) 
11 (10.4) 
16 ( 6.0) 



















イ ン ド （4月）
Vスワラン・シン国防相，国防力の現状を下院で説明一一一陸軍兵力， 82万5千
人。戦闘要員の占める比率は， 57%から62%に改善された。海軍は潜水艦が加わ
り， Leander型フリゲート艦が10月に進水し， 1971年末には就役するほか Maza-





















































3 日 vデサイ副首相，ジョンソン声明を歓迎 アジア開銀第1四年次総会に出席
するためマニラに到着したデ、サイ副首相は， 「ジョンソン大統領の北爆停止声明
はベトナム和平への偉大な第一歩であるJと空港で記者団に語った。
TU. P.州 SYDの H・C・シン党首， 1！知事と初会見一一一レディ州知事は， SVD
も会議派も過半数獲得を主張しているので，どちらが本当か確かめる必要がある
と主張，シン氏は，国会でそれを行なうことを主張するとともに，会議派支持に
回ったといわれる SVDの18議員の氏名公開を要求した。 レディ州知事は， 4

















T 1967年3月末日の対外債務463億 3千万ルビーに一一1966年3月31日に 259
億 1千万／レピーであった対外債務は， 1967年3月31日には463億 3千万ノレピーに











































































v 政府， HSL の業績を弁護一一P•C ・セティー鉄鋼担当国務相は， HSL （ヒン
ドスターン・スティール〉の業績を弁護する報告書を提出した。 HSLは創立以
来1968年3月末までに12億yレピーの累積赤字を出している。しかし HSLの国民

























は10月の284.5から11月には 294.6, 12月は 328.5に上昇した。しかし，機械工
業の生産指数は1966年12月のピーク時に比べれば依然低い。
季節差調整済みの工業生産指数（1956=100）は1967年12月には197.9になって











1月 188.8 184.7 197.2 
2月 186.8 194. 8 189 . 7 
3月 194.2 195.0 197.0 
4月 184.6 192.9 186.2 
5月 185. 6 190 . 3 194 . 3 
6月 192.2 194.7 199.2 
7月 189. 6 188 . 9 192 . 0 
8月 184.4 191.0 195. 9 
9月 183.3 191.3 197.6 
10月 181.1 190. 5 196 . 6 
11月 192.1 195. 9 198. 8 
12月 190.2 200.9 197.9 
年間平均 187.7 192.6 195.2 














































場についてはまだ結論が出ておらず， U.P.州については， SVD党首 H・C・シ
ンに組閣を委嘱するよう州知事に要請する決議を採択した。
' 3ヵ年で肥料を10億ドル輸入 政府は 1968/69年から 1970/71年の 3ヵ年
間に10億2千万ドルの肥料を輸入する計－画を完了したものとみられている。年度
別割当は 1968/69年3億3千万ドル， 1969/70年3億5千万ドノレ， 1970/71年3




















































一（ 82 ）ー -242-
インド（4月〉
1 日 V左派共産党中央委総会，中央委原案を修正可決一一ーブルドワン（西ベンガノレ
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イン ド （4月〉















































ンから西ベンガソレ，アッサム， トリフラに流入する難民の数は1967年 1月の 1日
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の経営に変えていく予定である。現在ある 746の MA中292はすでに 1970年4
月2日までに廃止することが決まっており，残りの 454についても，廃止の立法





















千万ドル。インドの肥料輸入高は 1962/63年度の 1億 6千万ルピーから 1967/68
年度には21億 1千万ノレピーにふえている。
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インド（4月〉























れている。 3工場の在庫は11億ノレピーでこのうち 7億lレピーは sparesand stores 






















































f 1968/69年度の中央・~【，，合計赤字は 36億 9 千万ルピ一一一一1968/69 年度の中
央と州を合わせた赤字合計は， 36億 9千万ルピーとなりそう。このうち中央政府














23日 f U. P. 州，西ベンガル州の選挙に，党籍変更者は会議派公認候補からしめ出
し これはハリヤナ州の例にならったもので，ニジャリンガッパ総裁の記者会
見で明らかとなった。この原則は無所属から入党した者には適用しない。


















































































' 2月の輸出入動向一一2月の輸出実績は 1億2260万ドルで、 1月の 1億4070万
ドノレに比べて1810万ドル低下している。これは季節的な要因によるもので，前年
















グレスの連合） 55, SSP 18, RSP 6，ジャン・サン 6, DMKL, Karshaka Tho-
zhilali 1の結果となった。会議派単独で、過半数を制した市は， Alleppey,Maveli-
kara, Perumbavoor, Parur, Trichur, Irinjalakuda, Kunnamkulam, Vaikon, 
Cannanore, Calicutの10市で， ケララ・コングレスや無所属と連合して勝った






州での BKDと UFとの連合について， BKDの全固執行委員会に，特例としての










































































年 度 歳入 歳出 赤字
1964～65 （決算） 7,387 7,824 （－） 437 
1965～66 （決算） 9,688 10,039 （－） 351 
1966～67 （修正） 9,673 11,577 (-) 1,904 
1967～68 （予算） 11,165 12,740 （一） 1,575 
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（年3月度末） (1投0万資ノレピ額ー） 配（／レ当ピー金） 
収 益
（%） 
1964 484.12 428,000 0.6 
1965 519.28 648,000 1.2 
1966 587.08 829,000 1.4 
























I 歳入総額 7,387(100%) 11,164(100%) 50% 
A 税収 4,486( 61%) 6,118( 55%) 36% 
l. 直接税 1,648( 37%)* 1,798( 29%) 9% 
2. 間接税 2,838( 63%)* 4,320( 71%) 52% 
B 税 外 収入 2,901 ( 39%) 5,046( 45%) 74% 
E 歳出総額（歳入勘定） 7,824 (100%) 12,740 (100%) 63% 
A 開発支出 4,404 ( 56%) 6,705 ( 53%) 52% 
l. 社 会費 2,628( 60%)** 3,981( 59%) 51% 
2. 経済開発 1,776( 40%)** 2,724( 41%) 53% 
B 非 開発支出 3,420( 44%) 6,035( 47%) 77% 
（注） ＊は税収に占める比率，林は開発費に占める比率。
（出所） The Economic Times, 1968. 4. 12.以下同じ
-261- nu 







1 徴 税 費
2. 公 債 費































社 4』"' 費 2,628( 56%) 3,981( 59%) 51% 
医 療 460( 10%) 702( 10%) 53% 
教 ＝円民 1,585( 36%) 2,534( 38%) 60% 
公衆衛生 384( 9%) 482( 7%) 26% 
そ の 他 199 ( 4%) 263 ( 4%) 32% 
』 一 一 一 一 一 一 一 一 ，
経済開発 1,776( 40%) 2, 724( 41 %) 53% 
公共事業 365 ( 8%) 937( 14%) 157% 
森 林 95( 2%) 114( 2%) 20% 
農業・家畜 427( 10%) 656( 10%) 54% 
濯概・多目的河川計画 437( 10%) 480( 7%) 10% 
村落開発 305 ( 7%) 300 ( 4%) ト11.7%
協同組合 67( 2%) 129 ( 2%) 94% 
そ の 他 80( 2%) 108( 2%) 35% 
メJ:1λ 計（開発支出） 4,404 (100%) 6,705 (100%) 50% 
一（102)- -262ー
第4表州歳入と中央政府援助
イ ン ド （4月〉
（単位 10万ノレピー）
1964～65 1967，～68（推定） 増加率
州歳入 4,614( 62%) 7,020( 63%) 52% 
税収 3,248( 44%) 4,335( 39%) 33% 
税外収入 1 , 366 ( 18 % ) 2 , 685 ( 24 % ) (97) 
中央政府援助 2,773( 38%) 4,144( 37%) 49% 
分与 税 1,238( 17%) 1,783( 16%) 44% 
交付 金 1,535( 21%) 2,361( 21%) 54% 






































261 ( 6%) 






























































































































































































































































































































































































































































































































第 1次計画｜ 48.9 I 35.9 
第2次計画｜ 77 .1 I 41.6 




(1950-51 = 100) 
年 度暗唱！在庫｜酔謹
1951-52 I 106 I 124 I 112 
1952-53 I 114 I 115 I 115 
1953-54 I 124 I 10 I 119 
1954-55 I 134 I 14 I 127 
1955-56 I 149 I 23 I 140 
1956-57 I 172 I 150 I 164 
1957-58 I 202 I 166 I 190 
1958-59 I 240 I 167 I 206 
1959-60 I 244 I 172 I 219 
1960-61 I 264 I 204 I 243 
1961-62 I 293 I 228 I 270 
1962-63 I 323 I 248 I 297 
1963-64 I 359 I 266 I 326 
1964-65 I 393 I 292 I 358 
1965-66 I 429 I 331 I 394 














































5.9 I 23.8 I 21.4 
7.8 I -6.8 I ー5.3
7.6 I -4.6 I -4.3 
9.4 I 3.1. I 3.2 











































































































































































































































































































































I 195日 1師一56 I 時ム l 1965 66 
土地 I 3.9 I 2.9 I 2.2 I 1.9 
建物 I 23.6 I 23.o I 19.6 I 18.6 
プラント・機械 I 62. 2 I 65 . 1 I 10. 4 I n . s 
そ の他 ｜ 10.3 I 9.o I 1.s I 7.7 
合計 I 100.0 I 100.0 l 100.0 r 100.0 




資金源 I I I I I 
内部資金 I 53.3 I 114.5 I 74.6 I 52.9 I 54.3 I 60.o 
1. 準備金・剰余金＊I20.6 I 31.8 i 22.5 I 14.8 I 28.9 I 23.o 
2.減価償却引当金 I22. 5 I 89. 9 I 54. 1 I 33 .1 I 19. 2 I 31. 8 
3.納税引当金（net)I 10.2 Iー1.1I -2.6 I 5.o I 6.2 I 5.2 
外部資金 I 46.7 Iー14.5I. 25.4 ¥ 47.1 I 45.7 I 40.o 
4.払込資本金（新規発行）｜ 5.6 I 14.1 I 10.5 I 2.6 I 9.8 I 7.4 
5.借入金I32.5 1-45.2 I 5.5 I 31.8 I 24.7 I 21.5 
(a）内銀行借入金 I19 . 7 I -59 . 1 I -3 . o I 18 . o I 6 . 7 I 7 . 3 
債務 I 8.6 I 16.6 I 9 
7 合 100.0　　　 I…。！ 100.0 ! 100.0 ! 100.0 
用途 ！ ｜ ｜
8.粗固定資産 I28.7 I 164.6 I 111.4 I 65.6 I 59.o I 64.7 
9.在庫I59.2ト90.1I -32.8 I 11.6 I 20.1 I 16.1 
10.受取手形I11.0 I -2.3 I 15.8 I 19.6 I 8.7 I 11.1 
．投資I o. 6 I 13. 1 I 2. 5 I 1. 8 I 3 . 8 I 2 . 9 
12.現金・銀行残高 I-o . 2 I 20. 6 I 2 . 7 I o. 5 I 8 . 6 I 4 . 6 
その他I o.7 Iー5.9I o.4 I o.9 I -0.2 































48.7 64.5 55.0 44.8 
12.8 25.0 23.6 17.7 
30.2 37.3 27.2 24.2 
5.7 2.2 4.2 2.9 
51.3 35.5 45.0 55.2 
13.0 19.2 7.5 11.6 
26.5 1.6 25.8 29.5 
8.6 -2.7 21.6 17.1 













菖 定 資 産蓄高他
53.6 77.9 86.7 
36.1 22.6 1.3 
取 手 14.7 7.0 6.9 
0.8 -0.3 -0.7 
銀行残 -5.7 -6.5 5.7 




























I I I I 資金源
内部資金 I 53.91 54.31 52.71 46.61 46.51 50.51 47.o 
1. 準備金・剰余金 I 18. 91 18. 41 18. 61 . I . I I 
2.減価償却引当金 I 28. 81 29. 31 33. 1 32. 91 . I I 
3. 納税引当金（net)I 6.21 6.61 1.0I -3.81 -3.0I 1.01 -1.0 
外部資金 I 46 .1 45. 71 47. 31 53. 41 53. 51 49. 51 53 . o 
4.払込資本金（新規発行）｜ 11 . 91 7 . 61 7 . 71 5 . 8[ 5. 4[ 7 . 5[ 4. 8 
5.借入金 I 18.8[ 26.91 27.51 29.81 34.91 28.ol 31.3 
(a）内銀行借入金 I 14. 61 20 . ol 9 . 81 19. 81 28. 61 18 . 91 20 . 1 






































































































































































































合計＼ 5,751.72 I ム795.13 I 鰯 .59 ¥ 83.4 
1,422.28 '1 976.26 i 446.02 I 68.6 
958 59 I 1,422.51 ¥ 915.16 I 507.35 I 64.3 





1951-52 386.40 75.0 
1952 53 














1961-62 1,719.97 1,040.81 679.16 60.5 
1962-63 1,782.76 1,079.79 702.97 60.6 
1963-64 1,926.72 1,249.83 676.89 64.9 
1964-65 2,125.53 1,286.16 839.37 60.5 
1965-66 2,219.26 1,269.37 949.89 55.2 
主口』 計 9,774.25 5,925.96 3,848.29 I 60.6 
1966-67 2,001.87 1,157.14 844.73 57.8 








4 月 190.5 119.7 70.8 230.3 131.7 98.6 226.3 123.1 103.2 
5 月 225.8 129.6 96.2 317.2 136.6 180.6 254.7 107.9 146.8 
6 月 305.0 143.3 161.7 157.1 99.9 57.2 218.1 128.7 89.4 
7 月 250.6 130.0 120.6 190.3 102.3 88.1 226.1 136.1 90.0 
8 月 240.1 141.8 98.3 215.1 142.6 72.5 200.8 118.9 81.9 
9 月 259.9 148.9 111. 0 254. 1 129 . 9 124 . 1 228 . 3 148.9 79.4 
10 月 201.7 140.1 61.6 204.2 148.5 55. 7 181.0 161.0 20.0 
11 月 277.7 156.9 120.8 191.1 119.8 71.3 224.8 138.0 86.8 
12 月 241.8 152.7 89.1 215.2 139.3 75.9 216.9 141.1 75.8 
1 月 199.4 138.2 61.2 195.2 138.0 57.2 183.0 140.7 42.3 
2 月 198.3 127.9 70.4 204.4 118.8 85.6 187 .3 122.5 64.8 






























































































































































































































ぷ，！，柿 6.25 軽ディーゼル油 5.75 
アイーセル 柑






決定した。この放出は月間16万8千ノミーレノレの割で 5, 6, 7, 8月中に実施さ
一（ 120）ー -278-







































数226）。会議派87，ジャン・サン 61,SSP 6, BKD 3，無所属46くうち 2はマ




















































倍の競争率となったが， 下院では M. Thirumala Rao (145票）が現職の K・
Hanumanthaiya (105票）および D.C. Sharma (85票〉を破って当選，上院で



















































サン44，スワタントラ党 31,SSP 7, PSP 2, CPI 3, CPI (M) 1，無所属 229
















































































T 州首相，゛Approach to the Fourth Plan”を批判一一計画委員会が提出した
“Approach to the Fourth Plan，，は州首相の計画審議会で厳しく批判された。
批判の中心は計画委員会の提出した文書のあいまいさ，厳密さの欠如，明確な優
先度の設定，目標および目的の具体化の失敗に向けちれた。















































総 数 81 スワタントラ 2 
会議派 48 BKD  1 
V H P 14 共和党 1 
ジャン・サン 7 無所属 8 
会議派の勝利で，政局の焦点は，新首班の選任に移ってきた。会議派は17日か
ら中央議会局で検討をはじめるが， Ranbir Singh, Om Prabha Jain女史， Ran








































































輔は， 1972 73年には 1万台に達するものとみられており，車輸製造メーカーは
これに必要な国内資金10億ルピーの調達ができないので，ノレピー資金を供給する
銀行コンソーシャムの結成が必要になっている。 ソ連向けの車輔輸出は 1969-70
















イ ン ド （5月〉
ととなった。



































































































一（ 134 )- -292-
インド（5月〉
パテイル首相は， 1921年 Gubbarga地区の Chincholinの中流家庭に生まれ，




















































相は24日， 6月2日から米の配給量を大人 1日1人当り 80グラムを 120グラムに
ふやす，小麦の配給量は 160グラムに据えおくと発表した。 コウリ食糧相は 6～
8月が端境期にあたることを考えて40グラムの配給量引上げを行なうが，今後3
ヵ月間はこの配給量を維持できょうと述べた。




































































































































































むいて上院に立候補したU ・N ・マハディアは除名，他の 3人は彼を応援して役
職停止3年の処分を受けた。
V農民の 23%は土地なし－Registrar・Generaland Census Commissionの報告












































































































































































2 日 V会議派 AICC総会開く（デリー）一一執行部はまず，規約の改正を提案し，満
場一致で承認された。これにより各州の中間選挙候補者を選定する中央選挙対策
委員会の設置が可能となった。サディク・アリ書記長発表の日程では， 3日立候




























v世界の米生産量 1億8000万 トン に－FAOの推計によれば，今食糧年度の
米の生産量は 1億8000万トンに達した。増加分2000万トンの80%以上が発展途上
国の生産増加によるもの。この推計には中国大陸，北朝鮮，北ベトナムは含まれ



























































































































Vマドラス州に 3言語方式推進団体誕生一一一この団体は TamilNad Associa-




'u. P. 州に新政党が二つ誕生―――――一つはＵ． P. Muslim Majlis主－Mushawarat
で，従来回教徒の文化組織だつたのを政党に転換したもの。選挙では回教徒の利
益を守る諸政党と協定する。党首は， A.J. Faridi博士。



















































































































































































イ ン ド （6月）










































































































































































































-239- 一（ 163 )-


































イ ン ド（ 6月〉
1967年 5月 1968年5月
茶 3,000 9,000 
工場製綿製品 3,500 5,000 
ジュート製品 18,000 19,000 
唐 辛 子 130 310 
手織綿製品 270 770 




















































































































































































員は 800人。パンジャブでは 600人中 100人。デリーでは 400人中 150人。ピハ
ーノレ州で、は2600人中 300人。オリッサ州では 800人中 300人。マハラシュトラ州
では 2300人中 150人。ケララ州では 1万6000人の15%以下。西べンガル州で、は
1967年の 1万6300人の党員のうち党員登録を更新したものは 1万5800人で 400～
500人が分派に入党とみられる。マドラス州では8500人の10～15%。
TU. P.州にまた新党一一これは UttarPradesh Kisan Mazdoor Partyと呼ば











































































































































T Council of Scientificαnd Industrial Researchの米国留学生実態調査一一（1967
年1月現在）全海外留学生の半数以上にあたる7500人が米国に留学しており，そ
の約半数が技術・工学， 4分の lが自然科学， 10分の lが医学専攻である。社会






























f NGEF, タイから変圧器 300台受注一一一NGEFはタイから変圧器300台（総
額 150万ノレピー）を受注した。タイからインドの電気機械業界がこのような大口
の注文を受けたのははじめてであり，しかも国際入札で落札したものである。
f PL 480の通貨体系におよぼす影響を調査一一調査は中央政府の委託で In-










イン ド （ 6月〉
リーで議会解散を思いとどまらせるよう，中央執行部を説得したが及ばなかった。
1967年3月 1日と現在との党派別勢力の消長は次のとおりである。
1967.3.1. 現在 1967.3.1. 現在
会議派 128 105 ジャノレカンド 9 2 
SSP 68 57 ロク・タントリック 。 22 
CPI 24 24 BKD 27 2 
CPI (M) 4 4 ジャナタ党 。 18 
ジャン・サン 26 23 RSP 1 
PSP 18 16 RPI 1 1 



































































































































































































































T 1967 68年度のインドの輸出 3.6弘増大 一政府の修正推計によれば 1967-
68年度のインドの輸出は前年に比べて 3.6%増大したが， 1965-66年に比べると






4 日 ▼マディヤ・プラデーシュ州 G • N・シン首相，辞意表明一一理由は健康上（高
血圧〉の問題。辞意表明は会議派脱党派の会合でなされたが，会合出席者全員が
それに反対，慰留をおこなったo

















































































































く〉の税引き前利益は， 1965-66年 1億5100万ノレピーに対し， 196667年には 2億
0700万ルピーにふえた。ヒンドスタン・スティーノレは1965-66年には 1800万ノレピ


























































































自動車は1960年の 2万7597台に比べて 500台以上ふえた。スクーターは 2万1000
台から 3万台に，自転車は163万1000台から176万6000台にふえた。
















12日 V洪水で西ベンガル州の 6万 6千世帯が被災十一一西ベンガノレ州は50年ぷりとい
われる大雨に見舞われ，洪水の被害が広まっている。これまでに判明したところ












は， 1トン・トラック 1万5千台， 2～10トン・トラック 5万5千台， 20トン・
トラック 5千台。
1963年以降の年間トラック生産実績は次の通り。
1963 1964 1965 1966 1967 
アショカ・レイランド
(a）小 型 2,730 3,727 4,203 3,650 4,462 
(b）大 型 2 1 82 207 156 
ヒンドスタン・モーターズ
(a) ベッドフォード 744 886 1,634 1,344 679 
（同 ベ（デッ、ィドーフゼォノレー） ド 5,071 4,054 3,257 2,757 856 
マヒンドラ＆マヒンドラ
ジ フ。 307 45 982 1,047 
プレミア・オートモピー／レ
(a) デ、イーゼル車 4,019 3,818 5,553 3,852 2,245 
(b) ガソリン車 2,297 4,931 3,599 923 831 
ア lレ こI
T M B 12,424 14,367 17,328 18,900 19,140 
パージャジ・テンポ
（乱）ハンシート 888 1,688 1,681 1,450 1,303 
(b) ヴァイキング 112 362 




















年度 高値 安値 年度 高値 安値
1962 130.2 109.4 1966 108.1 93.7 
1963 121.0 103.5 1967 113.8 99.9 
1964 119.1 105.4 1968 ( 1～6月） 116.9 100.2 




































































































20日 ' 5月もインドの輸出増大続く 政府発表によれば， 5月の輸出は10億7360















































行なわれたもの。このため HindustanTimes, Times of India, Statesman, Indian 


































































































of India, Stateman, Economic Timesの3祇がすべて発刊を停止したの
で， 23日以後の日誌は， 27日までは Hindu紙， 28円以後は，在日アメリカ
































































































第 1表 中央から州への財源移転 （単位 1,000万ノレピー〉
1950-51 第l次計画第2次計画第3次計画 1967　a a a 
法 定
分与税 50 65 142 255 408 
交付金 16 21 41 66 149 
計 66(45.8) 86 (30. 7) 183(31.9) 325 (28.5) 557 (31.4) 
法 定外
経常勘定交付金 29 92 145 318 
資本勘定交付金 16 5 16 30 39 
貸 付金 62 160 282 620 861 
計 78(54.2) 194(69. 3) 390(68.1) 815(71.5) 1.218(68.6) 








州の支出合計＊（1,000方yレピー） 476 690 1,169 2,144 3,369 
州の開発支出（1,000万yレピー） 134** 285 396 816 1,013 
州移政転府総額支出の総割合額に（%対）する中央の；資金 30.3 41.8 49.0 53.0 52.7 




































































































































































































l Udayarpalayamで警官が発砲， 4人死亡 約 100人の学生は 7l=，テイル















8 日 ' Ｍ・Ｐ州，ジャン・サン，さらに５閣僚就任―――――リーダーのＶ・Ｋ・サクレチ
ャは，すでに 7月2日副首相に復帰しており，今回就任の 5閣僚および就任式に
間に合わなかった 1人を含め， 7閣僚が勢揃いすることになる。



















































































vビルマから 5千人が帰国 インド政府は年末までにさらに 5千人がピノレマ


































エチオピア 5 レノ〈ノ ン l 
ガ ナ 1 サウジアラビア
ケ 一 ア 8 マレーシア 4 
リ ビ ア 2 アイノレランド 2 
ナイジエリア 6 北アイノレランド 2 
ウ ガンタ 1 連合王国 1 
セイ p ン 4 カ ナ ダ 1 
























































U. P. 594.15 マイソー lレ 258.00 
ピハーノレ 519.48 ノミンジャブ 208.78 
アン ドラ 491.43 グジャラート 208.57 
西ベンガノレ 471.33 ア ッ サム 203.10 
マハラシュトラ 374.76 ケ フ フ 191.80 
M. P. 375.55 ノ、 リ ヤナ 155.49 
ラジャスタン 364.78 ジャム・カシミーノレ 130.11 
オ リ ッサ 322.68 ナガランド 8.34 
マドラス 317 .11 















































' U・P911会議派，現議員はすべて公認－K. トリパティ U・P州会議派議長・
は現議員は次の中間選挙（ 2月予定）ですべて公認することになろう。またさき
の選挙で少差で敗れた党公認候補者も公認されようと述べた。













































































































































24日 Vナガ大衆会議， 政府と NagaNational Councilとの会談即時再開を決議して
閉幕一一会議は政府とナガ指導者との会談再開の基盤作りのため，ナガランド・















































































































今月も，先月に引き続き，ストライキのため， Timesof llndia, State-
mαn, Economic Timesの3紙が発刊を停止しており， Hindu紙も 5～21日
のみ入手可能であったので，それ以外の日は， FinancialTimes，邦字各紙，







































































タ タ 2,355 2,737 382 
ピ ノレ フ 1,711 2,029 318 
マーチン・パーン 1,014 941 -n 
A C C 557 557 。
シュリ・ラ ム 94 413 319 
-ft 計 5,731 6,677 916 


























































































帯委員会は 9月7日～ 9日までカイロで聞かれるアジア・アフリカ連帯会議に 7
人の代表団を派遣する予定で，代表団は 9日にニューデリーを出発する。
Vニューデリーで植物油の配給統制を強化一一一ニューデリー市は植物油の不足
のため， 9 Jj 10日まで配給カード所持者に対しても 4キロ以上の植物油を売らな
いように小売商に通達した。








V硬化油価格を統制 中央政府は VegetableControl Orderに基づき，硬化
油の価格を統制することに決定した。価格統制の実施により，法定価格以上で販
売した製造業者，卸売人，小売人は罰せられる。















































































































































































































































































, 1967-68年度の NNPは166億9500万ルビーー十一196768年度の NNP（純悶民
生産〉は166億6500万ノレピー (196061年度価格〉で，これまでの最高となった。

















































































































らの離党者R・S・デオ， A・ヤダヴの 2人を閣僚に任命した。 A・ヤダヴは連

































































































8 8 T Hojaiで警官発砲， 2人死亡15人負傷 7日夜，アッサム州のNowgong地







































































































































































































































































































































































30日 Vマハラシュトラ州で電力供給を16%削 減 －v・P ・ナイク・マハラシュト


























































































































2 日 Vナガ地下政府分裂，新政権誕生一一新政権は， 「革命政府」と呼ばれ，地下




























-( 264）ー qムqδ ヮ“





3 日 v位致されたナガ3幹部に対する懸命の説得一一あらたに設立された Council































で，首相は Scato Swuであり， 「連邦政府」の前首相 Kughato Sukhaiは

























基 礎 金 属 186.8 175.2 
金 ）員 生 産 物 179.1 142.7 
機 械 351.1 255.0 
電 芹メヨ¥i 機 械 292.3 242.6 
輸 送 機 器E 143.9 136.1 












































電線，ケーブノレ 4,634.5 " 
車輔，貨車 2,578.8 " 
アノレミ・インゴット 2,344.2 " 
自動車，同部品 2,249.6 " 
自転車，同部品 2,134.0 " 
工具，小型工具 1,234.0 ” 



















イ ン ド （11月）




































































































































































































M ・P州459.1(153），マドラス州245.8(53.5），マイソーノレ州48.4 (8. 7），オリ
ッサ州、1418.1 Cs），パンジャブ州32.0C一），ハリヤナナM8.5（一），ラジャスタン























































ジャム・カシミーノレ 12・02C 6・57), ケララ 20・82(20・82), M ・P9・36
(2・70），マドラス 6・84( 6・84），マイソール20・82(20・82），ナガランド
10・88C 7・07），オリッサ 29・18(29・18), ラジャスタン 9・67( 6・73),














































































































































































































































































































































































外貨返済 60.697 44.662 
輸出 I 16.377 4.705 




一万 本 18.640 21.085 



















































































































































イ ン ド （12月〉
限の程度は提携相手国，業種によってまちまちであるが，イギリスとの提携協定の約










































' u. p 州会議派選挙委員会も候補者名簿を中央選挙委員会に提出一一中央選挙
委員会は， 2日から審査を始めるが， 426人という多数なので，審査には2～3
日を要する模様。このうち 398人は満場一致の推薦で選ばれ，残りは末調整であ
























農業（牧畜を含む） 20.3，林業－0.9，漁業 0.0，小計 19.30
鉱工業（大規模工業） -1.3, 小規模工業 4.7，建設－2.8，電気・ガス・
水道 10.3，小計 0.6。
運輸通信 2.9C鉄道 1.5，通信 7.9，その他輸送 6.3，倉庫・ホテル・レス
トラン 2.1)






1968 69年 33億5330万ルピー 1970 71年 36億9720万ルピ－



































T ICI 系の 3社が合併を検討一一イギリスの ICI系の Chemicalsand Fibres of 
India Ltd., (CAFI) Alkali and Chemical Corporation of India Ltd., (ACCI, 



































, u.P d1!lの高校教員ストで， dil全体で逮捕者相次ぐ一一現在までに，415人が逮
捕されたが，ストは第2日目も続行されている。
, d1!I農業金融公社法案，下院を通過一一州農業金融公社法案（TheState Agri-













































































































1月 143.6 152.8 155.6 
2 }3 152.7 147.2 167.5 
3月 148.9 149.7 155.3 
4月 152.4 146.8 155.5 
5月 152.3 153.7 157.1 
-309- 一（299）ー
イ ン ド（12月〉
6月 154.7 154.5 161.5 
7月 156.2 148.4 162.1 
8月 153.0 149.7 161.0 
9月 154.6 156.4 
10月 155.1 154.5 
11月 148.6 147.5 
12月 156.7 148.7 
一一一一一一
年間平均 152.4 150.8 
一一一 一一 一一一一一一
, TELCO，アラブ連合から鉄道車輔 208台を受注一一一TELCO(Tata Engine-





























































































































































































売上げ高は 1966-67年の15億6420万ノレピーから 1967億68年には 18億1320万ノレピー
に増大した。
Vハリヤナ州会議派，少数派に転落一一会議派を脱党したシヤノレマ派議員15人












































































融資残高 重へ役の融関係資会額社 （単比位， 千／レピ率ー）
Allahabad Bank 615,627 61,090 9.9 
Andhra Bank 263,184 6,320 2.4 
Bank of Baroda 1,537,577 367,352 23.9 
Bank of Bihar 67,:345 2,035 3.0 
Bank of India 2,224,754 287,988 12.9 
Bank, of Karnatak 
Bank of Madura 47,470 4,960 10.5 
Bank of Maharashtra 342,287 47,154 13.4 
Bank of Rajasthan 63,668 371 0.6 
Bareilly Corporation (Bank) 12,606 706 5.6 
Belgaum Bank 19,737 28 0.1 
Benaras State Bank 17,395 13 0.1 
Canara Bank 6,638 7,827,581 4.2 
Canara Banking Corp. 102,212 1,229 1.2 
Central Bank 2,571,789 145,350 5.7 
Dena Bank 598,334 24,651 4.1 
Hindustan Commercia 51,651 10,394 20.1 
Hindustan Mercantile 14,133 199 1.4 
Indian Bank 333,683 25,382 5.7 
Indian Overseas 515,746 15,578 3.0 
Jaya Laxmi Bank 10,S77 2 微少
Karnataka Bank 39,468 117 0.3 
Karur Vysya Bank 41,810 150 0.4 
Krishnaram Baldco Bank 13,225 2,784 21.1 
Kumbakonam City Union 9,444 42 0.5 
Lakshmi Commercial 26,095 112 0.4 
Lakshmi VilasBank 23,381 
Miraj State Bank 7,831 698 8.9 
Narang Bahk of India 1,042 517 51.7 
National Bank of Labore 30,111 
New Bank of India 48,819 4,056 9.1 
一（308）一 -318ー
イ γ ド（12月〉
Oriental Bank of Commerce 59,815 2,590 4.3 
Pongal Nayak Bank 11,683 292 2.5 
Punjab and Sind Bank 28,060 296 1.1 
Punjab Co-operative Bank 3,986 
Punjab National Bank 1,783,971 145,356 8.1 
Ratnakar Bank 4,796 
Sangli Bank 52,150 3,303 6.3 
South Indian Bank 72,428 5,680 7.8 
South India Bank 8,171 
State Bank of Bikaner and 
235,589 18,208 7.7 Jaipur 
State Bank of Hyderabad 251,046 35,371 14.1 
State Bank of India 5,406,832 1,292,210 23.9 
State Bank of Indore 89,960 10,142 11.3 
State Bank of Mysore 223,384 49,082 21.9 
State Bank of Patiala 120,832 
State Bank of Saurashtτa 167,395 10,497 6.3 
Syndicate Bank 479,116 3,243 0.7 
Tamilnad Mercantile Bank 6,533 959 15.4 
Tanjore Permanent Bank 24,647 
Traders' Bank 1,976 
Union Bank of India 588,235 50,161 8.5 
United Bank of India 791,815 63,243 8.0 
United Commercial Bank 1,276,336 169,961 15.4 
United Industrial Bank 34,548 734 2.1 
United Western Bank 35,441 3,190 9.0 
Universal Bank or India 6,102 2,394 39.2 
Vijay Bank 54,952 44 0.1 
























































































































































































































公認されたo’ 16日現在のハリヤナ州議会議席分布 15日に Jatusana選挙区での州議会
補選で，野党のヴィシャIレ・ハリヤナ党（VHP）候補が会議派候補をおさえて当
選したので，議席分布は次のようになった。 （議長1を除く〉















































































































































































































































































万トンの小麦， 9万トンの獣脂， 4000万トンの脱脂ミルク， 200トンのタパコを
輸入することになっている。これらの総額は 1億6710万ドル (12億5330万ルビ
ー〉で、60%はルピー払い。残りの40%および、輸送運賃の半分は長期のyレピー借款












































































年3.501億ルヒ。ー， 0.24億ルピー， 1962-63年4.087億ルピー， 0.36億lレピー，
1963-64年3.002億ルピー， 0.46億ルピー， 1964-65年3.95億ルピー， 0.44億lレピ
ーであるo
vクウェートから電線を追加受注一一インドの絶縁ケーブル製造会社で構成す















































































































































































































































推定は僅かに 2.1億程度にすぎないので， 1975年までにその年産能力を 8.4億ノレ
ピーにまでのばすため，政府は民間企業に新設または増設の認可を一年ぶりに再
開する方針を決定した。
























1. 2 I シェイク・アブドウラに対する一切の制限を解除
1. 16 I商ベンガル州に会議派連立政権成立
1. 2s I ピハール州統一戦線内閣が不信任案で倒れる
2. 11 Iジャン・サン党首が変死，後任に A.B. Vajpayee氏
2. 20 I大統領西ベンガル州議会を解散










































































































6. 29 I ピハール州議会解散
7. 17 I中央政府閣議が 3言語方式を承認
7. 21 I反ソ・デモで435人逮捕さる
7. 31 Iナガランド休戦協定2ヵ月延長













12. 1s Iケララナl'i, 9月19日のストに参加した公務員を免訴
12. 26 Iタンジョールの農業労働者同士の衝突で43人殺さる
L 15 I トラグターの生産を非許可制に移す
2. 1 I国連貿易開発会議始まる
2. 5 I HMTがセイロン鉄鋼公社と販売協定
2. 6 I紅茶・ジュート製品に対す輸出税を軽減
3. 1 I輸出現金補助金を 5～10%引き上げる





5. 4 I 1967-68年度の輸出は3.5%増加
s. 24 Iヶララ州，米の配給量を120gに引上げ
5. 25 I対印コンソーシャム， 14億 5千万ドル必要と認める




7. 23 I大手新聞従業員が 2ヵ月間の長期ストにはいる
s. 6 I銀行法改正案が下院を通過


































































































































































































対 外 関 係
1. 27 I コスイギン・ソ連首相が訪印
2. 4 Iインド・ブラジル， 3年間の貿易協定に調印
2. 19 Iカッチ地区の印ノミ国境紛争についての裁定出る
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